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日本から見た米園、ノフトウェア業界

株式会社アシスト代表取締役 ピル・トッテン

私は， 日本でコンビュータ・ソフトウェア製品

の販売を行なう米国人である.私が設立したアシ

スト社は， 1972年，資本金 100 万円でスタートし

たが，現在では年間売上 90億円，従業員数 500人

までに成長した.

近頃，米国ではソフトウェア市場でも日本の脅

威が取りざたされるようになってきたが，それに

ついて私は大いに困惑している.私は，このよう

な主張の大半が間違いであり，危険な要素を含ん

でし、ると確信している.脅威ではないことを脅威

ととらえていることは間違った認識であり，間違

った脅威とそれへの対策が真実そのものよりも耳

ざわりがよく聞こえてしまうのはむしろ危険なこ

とであろう.何しろ非難する人が他にいて，なん

とか手段を講じなければならないのは自分たちで、

はな〈他人なのだから.しかし真の脅威はむし

ろ米国側にあるのだ. 日本はこのことをよく踏ま

え米国からの非難に対し真実を突きつけるべきだ

と思う.

間違った脅威

大方の米国人は，白木を国民，企業，政府が一

体となった単一国家ととらえている.結託して日

本製品を集中豪雨的に輸出する一方，外国製品の

締め出しを図っているというのが彼らの見解であ

る.今度の主張は日本がソフトウェア市場でも同

様のキャンベーンを開始したというのだ.私は今

回も単なる妄想に過ぎないと確信している.

日本人が，言わば主が訪問客をもてなすよう

に，外国人に対して寛大で、あることを私は知って

いる.在日外国人の私は， 日本人であったなら得

られないようなチャンスを一貫して与えられてき
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たし，普通なら許されない失敗も外国人ゆえ許し

てもらってきた.このような特別待遇によって，

米国で展開する以上に商売がやり易かったと言え

よう.この商売では競争相手の日本人よりもはる

かに優位な立場を与えられてきたと思っている.

また， 日本にきて約20年間になるが， 日本企業:

は，企業の国籍を問わず，外国企業とも喜んで取

引をしていると思う.確かに， 日本企業は保守的

な傾向にあるが，それは外国企業だからというの

ではなく，知らない人よりも顔見知りと取引きす

ることを好むということだ.したがって，最初の

商談では難関突般を余儀なくされるが，一度難関

をくぐり抜けて良い仕事をこなせば，次からの取

引は容易になる.

日本政府について言えば，私のビジネスに対し

てとりわけ力を貸してくれることもなかったが，

邪魔することもなかった.日本政府がソフトウェ

ア産業振興のために行なっている政策のほとんど

は，今のところソフトウェアの重要性に関する認

識を高めたに過ぎない.これらの政策は日本のソ

フトウェア産業の振興と同時に，弊社のような米

国ソフトウェア輸入業者にも同様の恩恵を与えて

いる.

政府レベルの妨害はむしろ米国政洋fからきてい

る.私の所得に対する二重課税然り，また，米国

サプライヤーから日本向け輸出をサポートすベく

弊社日本人社員を渡米させる際にも，米国査証取

得で手こずらされた.加えて，米国サプライヤー

のソフトウェア製品を，日本のマシソ向けに移植

し易くするために， 日本からサンフ。ルマシンを送
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ろうとすると，面倒な手続きで障害を与えられ，

多額の関税がかけられるといった始末.

ここで私が結論として言えることは， 日本にお

いて，米国ソフトウェア製品の輸入を妨害するよ

うな行為は全く見られなかったということだ.日

本のソフトウェア製品に対して米国製品を上回る

特恵を与えたり，米国や他の国々に対して輸出ド

ライブをかけているようなことはない.私は， 日

本は住みやすい国であると同時に，米国製ソフト

ウェアの販売に最適な場所であると実感してい

る.

真の脅威とは

私は， 日本に住む米国人として実態を以下のよ

うにとらえている.米国ソフトウェア業界にこそ

もっと深刻な差し迫った脅威があると.米国は，

他の業界で辿った道のりと全く同じように，それ

も全く閉じ理由で，ソフトウェア業界でもトップ

の地位を失おうとしている.また，この真の脅威

は，米国ソフトウェア企業自らの行為に起因する

ものである.他の国の政府，企業が取った政策，

行動から派生するものではない.ここに 2 つの実

例を挙げよう.

第 1 に，米国ソフトウェア会社は製品開発の際

に，他国のユーザーのニーズをほとんど考慮して

いない.国際標準に準拠させれば，世界中のほと

んどの言語をサポートすることができるにもかか

わらず，米国企業が開発する製品は英語しかサポ

ートしていない.また，自国内で最も多く使われ

ているコンピュータでしか稼働しない製品を開発

する.その結果， 日本でその製品を流通させよう

とすると，弊社のような代理店，あるいはサプラ

イヤー自体が，日本語，あるいは日本のマシンに

適応させるための改良に多大な時間や費用を負担

する羽目となる.後知恵として日本のニーズを処

理しているため，米国ソフトウェア会社はこれら
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のニースを満たすためにいつも遅れを取り，多額

のコストを費やさなければならない.日本企業と

の競争が全くなかった時代には問題とならなかっ

たであろうが，もはやそういう時代は過ぎ去った

のである.

第 2 に，米国ソフトウェア業者は，海外市場を

無視して勝手に価格を設定している.また，国際

価格を米国圏内価格よりもはるかに高く設定して

いる.販売代理店からは国際価格の30-50% もの

高率なロイヤリティをもぎ取っている.ここでも

同じことが言える.日本企業と全く競争がなかっ

た時代には，問題とならなかったであろうが.

これらの問題によって，弊社のような販売代理

店にとって， 日本で米国製品を引続き販売してい

くことは極めて困難になってくる.なぜならば，

日本国内でも，品質が高く，かつ完全に日本仕様

製品の販売権を獲得することができるからであ

る.それらの製品は，価格競争力も高く，供給業

者に支払う仕切り値もせいぜい価格の 1 割ぐらい

なものである.しかし，これが米国のサプライヤ

ーから同等な製品を入手するとなると，日本化に

かかるコストがかさむだけでなく，サプライヤー

の影響によって価格を高額に設定しなければなら

ず，またサプライヤーにはその高額な価格の30-

50%をロイヤリティとして支払わなければならな

い.普通ならぽどちらの選択肢を選ぶであろう

カミ.

日本に住む米国人として，米国からの非難に対

する日本側の反応を見るにつけ， 日本はあまりに

も米国の動きに敏感になりすぎていると感じる.

もっと現状を直視し，米国からの言いがかりに対

し真実を知らしむるような態度が必要なのではな

いであろうか. 日本人よりも率直に意見を述べる

ことができる米国人として，また米国人よりも日

本の事情がわかる立場にいるものとして，私はこ

れからも両国の架け橋になっていくつもりだ.
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